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受付に必要な申請様式等【自費解体（費用償還）】（1/2） 

 № 提出書類 備考

 

必 

ず 

提 

出 

す 

る 

書 

類

１ 自費解体及び撤去に係る償還申請書 様式第１号

 
２ 被災家屋等の解体及び撤去に係る費用償還の同意書 様式第６号

 
３ 罹災証明書等の写し 課税課で発行

 
４ 本人確認ができる書類の写し（運転免許証等）

法人の場合は、法人の登記事

項証明書（法務局で発行）

 ５ 実印及び印鑑登録証明書 市民課で発行

 

６ 被災家屋等（工作物を除く。）の登記事項証明書

登記されていない場合は固

定資産評価証明書、その他被

災家屋等（工作物を除く。）

の所有者であることを証す

る書類

 ７ 被災家屋等の配置図 様式第７号

 

８

被災家屋等の現況写真（印刷したもの。パソコンからＡ４

版用紙に印刷したものでも可） 
被災家屋等の全景が写った

もの（解体及び撤去する対象

が特定できるもの）

 

９

解体及び撤去に係る記録写真（工事前、工事中、工事後）、

契約書、経費の内訳が分かる書類、業者発行の解体・撤去

証明書及び代金の領収書

 

10 マニフェスト伝票（Ｅ票）の写し

廃棄物が適正に処理された

ことが確認できる書類（解体

業者へ依頼してください。）

 

場 

合 

に 

よ 

っ 

て 

提 

出 

す 

る 

書 

類

11
「委任状」及び代理人（受任者）の本人確認ができる書類

の写し（運転免許証等）

様式第８号 
代理人が申請する場合

 
12

所有者の「被災家屋等の解体及び撤去に係る費用償還の同

意書（所有者）」及び印鑑登録証明書

様式第９号 
申請者が所有者でない場合

 

13
共有者全員の「被災家屋等の解体及び撤去に係る費用償還

の同意書（共有者・相続人）」及び印鑑登録証明書

様式第１０号 
被災家屋等が共有である場

合（被災家屋等の登記上の所

有者が死亡している場合を

除く。）

 

14

遺産分割協議書、公正証書遺言又は相続人全員の「被災家

屋等の解体及び撤去に係る費用償還の同意書（共有者・相

続人）」、被災家屋等の所有者が死亡していることが分かる

書類、相続人全員の印鑑登録証明書（公正証書遺言を提出

する場合を除く。）及び戸籍謄本その他の相続人を確認する

ことができる書類

様式第１０号 
被災家屋等の登記上の所有

者が死亡している場合

 ～次ページに続く～
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 受付に必要な申請様式等【自費解体（費用償還）】（2/2）

 
№ 提出書類 備考

 

場
合
に
よ
っ
て
提
出
す
る
書
類

15 遺産分割調停調書又は遺産分割審判所及び審判確定証明書

被災家屋等の登記上の所有

者が死亡している場合にお

いて、遺産分割に係る調停が

成立し、又は審判が確定して

いるとき

 

16

被災家屋等を差押えた債権者（本市を除く。）や抵当権者等

関係権利者全員の「被災家屋等の解体及び撤去に係る費用

償還の同意書（関係権利者）」及び印鑑登録証明書

様式第１１号 
被災家屋等に抵当権や差押

え等の権利設定がある場合

 
17 その他市長が必要があると認める書類

 
交
付
決
定
通
知
後
に
提
出
す
る
書
類

18 被災家屋等の解体及び撤去に係る費用償還請求書 様式第４号

 

19 申請者名義の口座番号等が分かるもの 通帳の写し等
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受付から費用償還までの流れ【自費解体（費用償還）】 

 

 

 
 

 
①業者選定

・所有者の方が自ら解体業者を選定してください。 
・選定の際は、建設業許可又は解体工事業登録がある複数の業者か

ら見積徴収することをお勧めします。

 
②解体工事

・所有者の方が自ら解体業者と契約を締結し、解体工事を発注して
ください。

 
③工事費支払 ・工事費は、所有者の方が解体業者に支払ってください。

 
 

④事前相談
・申請書の準備前に、必ず要件等について確認をしてください。 
・相談先は、市役所 本庁舎２階 環境課です。

 

 

⑤必要書類の準備

・解体工事が完了したら、必要書類の準備をしてください。 
・すでに罹災証明書等で「半壊」以上の判定を受けている物件以外
は、物件が存在しない状態での判定になるため、被災状況が確認
できる証拠写真が必要となります。 

・被災状況が確認できない場合は費用償還の対象となりません。
 
 

⑥予約受付

・受付は予約制です。環境課まで電話（☎0766-51-6624）又は　　　
「いみずｅ－予約」にて予約してください。 

https://www.city.imizu.toyama.jp/event-topics/svTopiDtl.aspx?servno=28394

 

 
⑦償還申請受付

・必要書類等を確認し、申請書を受け付けます。 
（書類に不備がある場合は、受け付けできません。） 

・受付場所は、市役所 本庁舎２階 環境課です。

 

 
⑧現地確認

・市の調査員が現地調査を実施し、解体状況の確認を行います。 
・調査員が敷地内に立ち入る可能性があるため、あらかじめご了承

ください。なお、現地確認の立会いは不要です。
 

 
⑨償還額の算定

・現地調査で解体状況を確認できれば、償還額を算定します。 
・市の基準により算定した額が解体事業者等へ支払った金額を下回

った場合は、その差額については申請者の負担となります。
 

 
⑩交付・不交付の決定

・「償還金交付決定通知書」を交付します。 
・何らかの理由により解体の実施が不適当と決定した場合は「償還

金不交付決定通知書」を交付します。
 
 

⑪請求書の提出
・「自費解体・撤去に係る償還金請求書兼口座振込依頼書」を提出
してください。

 

 
⑫償還金の支払 ・請求書に基づき、償還金を支払います。


